
所属機関に関する必要書類（一定の実績があり適正な受入れが見込まれる機関） ＜第２表の１＞

番号 必要書類 留意事項

提出確認欄

官用欄
過去に提出した申請情報

1

－ ○ 有 有

－ ○ 無 有

－ ○ ※認定証の写しなどが必要。 有 無

税務署 ○ 有 無

特定技能所属機関概要書 ○ 無 有

－ ○ 有 有

2 書類省略に当たっての誓約書 ○ 有 有

※同一年度内に特定技能外国人を既に受け入れている機関については、以下の書類は提出不要。
※過去３年間に指導勧告書の交付又は改善命令処分を受けておらず、各種届出を電子届出で行う、在留諸申請をオンラインで行った所属機関が対
象。
※提出可能な書類がない場合は、第２表の２又は３に記載する書類の提出が必要。

様式番号
又は

発行機関

提出
の
要否 ○を

記載

①
～
➄
の
い
ず
れ
か
該
当
す
る
書
類
が
必
要

①日本の証券取
引所に上場して
いる企業又は保
険業を営む相互
会社の場合

以下のいずれかの書類
・四季報の写し
・日本の証券取引所に上場
していることを証明する文
書の写し

②高度専門職省
令第１条第１項
各号の表の特別
加算の項の中欄
イ又はロの対象
企業（イノベー
ション創出企業
）の場合

高度専門職省令第１条第１
項各号の表の特別加算の項
の中欄イ又はロの対象企業
（イノベーション創出企業
）であることを証明する文
書

※補助金交付決定通知書の写しなど
が必要。

③一定の条件を
満たす企業等の
場合

一定の条件を満たす企業等
であることを証明する文書

④前年分の給与
所得の源泉徴収
票等の法定調書
合計表中、給与
所得の源泉徴収
票合計表の源泉
徴収税額が１，
０００万円以上
ある団体・個人
の場合

前年分の職員の給与所得の
源泉徴収票等の法定調書合
計表の写し

➄特定技能所属
機関として３年
間の継続した受
入れ実績を有し
、過去３年間に
債務超過となっ
ていない法人

参考様式
第1-11-1号

※ 　「２ 決算状況」以外の記載は省
略可。

※３年間継続して受け入れている、
又は受け入れていた任意の特定技能
外国人の、申請年月日及び受付番号
、又は申請年月日及び在留カード番
号「過去に提出した申請情報」の欄
に記載。

・申請年月日

・受付番号又は在留カー
ド番号

参考様式
第1-29号
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